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調査・評価を開始する際の必要事項の決定及び確認

１）プロジェクト終了時に目指す目標段階及びスケジュールの設定

（研究、技術開発、製品化、上市段階）

２）対応者の確定

事前準備

終

了

時

調査・評価を開始する際の必要事項の決定及び確認

１）プロジェクト終了時に目指す目標段階及びスケジュールの設定

（研究、技術開発、製品化、上市段階）

２）対応者の確定

事前準備

終

了

時

プロジェクト終了後の進捗状況の調査
【第１段階】

簡易追跡調査

（現状の把握）

プロジェクト終了後の進捗状況の調査
【第１段階】

簡易追跡調査

（現状の把握）

簡易追跡調査の結果、「上市・製品化に至ったもの」、「実施した
がやむを得ず中断したもの」等を対象に、より詳細な調査

【第２段階】

詳細追跡調査

（原因の把握）

簡易追跡調査の結果、「上市・製品化に至ったもの」、「実施した
がやむを得ず中断したもの」等を対象に、より詳細な調査

【第２段階】

詳細追跡調査

（原因の把握）

プロジェクトの効果や改善点の評価（チェック＆アクション）

【第３段階】

追跡評価

（効果・改善点の把握）

プロジェクトの効果や改善点の評価（チェック＆アクション）

【第３段階】

追跡評価

（効果・改善点の把握）

５年間

期 間

隔年
（1,3,5年）

調査票
・現状段階の確認
・特許、論文

頻 度 方 法 調査内容

５年間

期 間

隔年
（1,3,5年）

調査票
・現状段階の確認
・特許、論文

頻 度 方 法 調査内容

・調査票
・ヒアリング

・売上・波及効果
・中断の理由等

方 法 調査内容

・調査票
・ヒアリング

・売上・波及効果
・中断の理由等

方 法 調査内容

・NEDOの自己評価

・研究評価委員会における評価

・国民への説明責任
・運営管理の見直し
・技術開発戦略への反映
・研究評価委員会における評価

方 法 調査内容

・NEDOの自己評価

・研究評価委員会における評価

・国民への説明責任
・運営管理の見直し
・技術開発戦略への反映
・研究評価委員会における評価

方 法 調査内容

※平成18年度までは「毎年」実施

※企業のみ対象

追跡
チャート
の作成

表１：追跡調査対象プロジェクト及び機関数 

図１：追跡調査・評価の流れ 

事前準備調査 合計

終了年度 H13,H14 H15 H16 H17

プロジェクト数 56 33 21 58 168

調査対象機関数 450 313 151 805 1,719

回収数 439 308 148 786 1,681

回収率 98% 98% 98% 98% 98%

簡易追跡調査（110プロジェクト、914機関）

２Ｄ２５ 

公的資金による研究開発の追跡調査結果から得られた運営・管理上の 
課題に関する一考察 

 
○若林節子，北川勉，矢野貴久，幸本和明（ＮＥＤＯ） 

 

 

 

１．はじめに 
公的資金を原資とする研究開発において、プロジェクト終了後にこれまでの経緯・終了後の成果の

活用状況について追跡調査し、運営・管理上の問題点等をそのマネジメントの改善に反映していくこ

とは極めて重要である。筆者らは、平成 16 年度以降本格的に追跡調査に取り組んできており、プロ

ジェクト参加機関に対しアンケート調査及びヒアリング等を行い、プロジェクト成果の広がりの把握

や、マネジメント改善に資する情報の収集に努めている。 
本稿では、新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO」と略す。）が実施し、既に終了

したプロジェクトに対する追跡調査から得られたプロジェクトの運営・管理上の課題に関する検討結

果と考察、及び今後の課題について報告する。 
 
２．追跡調査の実施方法 

(1) 調査対象 
追跡調査は、平成 13 年度以降に終了した中・長期ハイリスクのプロジェクト（委託事業／助成事

業含む）を対象とし、これらプロジェクトに、NEDO から資金を得て参加した委託先、再委託先等

の企業、大学、独立行政法人、

公益法人等を調査対象機関と

している。 
平成 18 年度における追跡

調査対象は、表１に示す通り、

簡易追跡調査及び事前準備調

査を合わせ、平成 13 年度～平

成17年度に終了した168プロ

ジェクト、のべ 1,719 機関で

ある。平成 18 年度調査では、

これら全機関に調査票を送付し、

1，681機関から回答を得ており、

全体で 98％と高い回収率であっ

た。 
 

(2) 調査手法 
被調査対象者の負担を軽減し、

調査を効率的、かつ効果的に行う

ため、プロジェクト終了時に１回、

プロジェクト終了後は段階毎に

簡略化したアンケートによる調

査を年１回実施している。事前準

備及び簡易追跡調査は、先に述べ

た対象となる全ての機関を調査

対象としているが、詳細追跡調査

はプロジェクトの成果を活用し

て実用化に至っているもの、ある

いはやむを得ず継続した取り組
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図２：追跡チャートのイメージ図 

（期待度や
見込み）

みを中断したものに限定するなど、対象を絞り込んで実施しており、アンケートに加え必要に応じ

てヒアリング調査を実施している。また、追跡評価は、NEDO の自己評価という位置付けで、追跡

調査結果を踏まえ、成果にかかる国民への説明責任、業務運営管理への反映、技術開発戦略への反

映の観点等から、必要に応じ、適切な単位で実施している（図１参照）。 
 
３．プロジェクトの運営・管理上の課題に関する検討結果と考察 

(1) 詳細追跡調査における追跡チャートの作成 
 詳細追跡調査においては、上市または製品化に到達した企業や、継続的取り組みを中止した企

業等を対象として、例えば、上市・製品化の状況や、成果を活用した取り組みを中止した理由等、

その状況に至った経緯・原因等を原則アンケートを用いて把握している。また、一部の企業に対

しては、その原因についてより深く掘り下げて調査し、マネジメント上の改善にかかる示唆事項

を把握するため、アンケートと同時にヒアリングも実施している。また、ヒアリングにおいて、

調査票では把握しきれないマネジメント改善に係る具体的な示唆事項を抽出することを目的とし

て、追跡チャートの作成を行っている。 
 追跡チャートとは、横軸に時間、縦軸に実用化への可能性（期待度や見込み）をとり、企業が

ヒアリング時点から過去

を振り返って、時間軸に

沿って実用化の可能性に

対する見通しがどのよう

な変遷をたどったかをグ

ラフ化したものである。

変曲点が描かれた場合は，

その時点で生じた事象に

ついて情報を書き込むこ

とによって、プロジェク

ト期間中どのようなマネ

ジメントが行われたのか

について、より詳細に分

析することができる（図２

参照）。 
 

(2) 追跡チャートの類型化 
過去 3 年度にわたる詳細追跡調査により、平成 13 年度～平成 17 年度に終了したプロジェクト

において上市・製品化に至った企業延べ 49 件、非継続、中止に至った企業延べ 26 件、計 75 件

について、プロジェクトの立ち上げ、実施期間中、終了後現在に至るまでの経緯について追跡チ

ャートとしてまとめた。 
追跡チャートの個別事例から、これまでにプロジェクトの進捗を左右する重要なファクターと

して、以下の５点があげられる。 
①技術開発課題に関連する技術的ポテンシャルを有する者を実施者として選定すること 
②中間評価であっても実施者の実用化意識を向上させる機会と捉えること 
③研究部門と事業部門を繋ぐ、または研究開発と実用化の両方について担当できるキーパーソ

ンの参加を求めること 
④研究開発をリードする強いリーダーシップを有するリーダーが存在すること 
⑤実用化した際の製品の用途、ターゲットとする市場を考慮に入れつつ、必要な異業種やユー

ザー企業との連携を図ること 
    追跡チャートから得られる情報は、プロジェクトに直接参加した研究者等にインタビューして

得られたものであり、研究者等個人の主観に基づくものであり客観的なコメントではないこと、

またプロジェクトが開発を目指していた製品の市場の大きさ、技術分野によって事情も異なるこ

とから、これらの要因は全てのプロジェクトにおいて実用化を促すポイントとなり得るものでは

ないことは、筆者らも認識しているところであるが、プロジェクトマネジメントの具体的な改善

策を検討していく上で重要な示唆となり得るものと考えている。 

実 用 化 の 可 能 性 軸

時 間 軸

プ ロ ジ ェ ク ト前 プ ロ ジ ェ ク ト 期 間 中 プ ロ ジ ェ ク ト 後

マ ネ ジ メ ン ト 上 の ポ イ ン ト
環 境 変 化 等大

中

小
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図３：追跡チャートの類型分析 

また、個別事例からの共通要因の分析だけでなく、追跡チャートの類型を整理することによっ

て、より共通的な要因を分析することができるのではないかと考え、追跡チャートの類型化を試

みた。その結果を、図３に示す。 

＊その他の３例は，社の事業再構築による中止，業界の一員として参加のため当初より非実施は既定路線，技術自体を売却

タイプＡ：着実達成型

＊その他２例は，製品化したもののコスト優位性が見出せず停滞．１例は，プロジェクト終了後中断するも、情勢変化により再開．

実
用
化
の
可
能
性
軸
※小

中

大

プロジェクト実施期間 プロジェクト実施期間

タイプＢ：課題克服型

非継続・中止

上市・製品化

３３例／４９例 １３例／４９例

タイプＤ：技術開発楽観視型

実
用
化
の
可
能
性
軸
※小

中

大

プロジェクト実施期間

８例／２６例

タイプＣ：市場・コスト楽観視型

プロジェクト実施期間

１５例／２６例

実
用
化
の
可
能
性
軸
※小

中

大

実
用
化
の
可
能
性
軸
※小

中

大

・立案時における技術課題の明確化
・技術課題を着実にクリア
・社会・ユーザーニーズを踏まえた技術開発

・技術課題解決への見通しが甘い
・予算減
・プロジェクト後半で技術開発のブレークスルー

・技術課題解決への見通しが甘い
・プロジェクト前半で技術開発のブレークスルーがない

・技術課題は着実にクリア
・プロジェクト終了時にニーズなし、コスト優位性なしが判明

※ 実施者の主観的な実用化への期待度や見込みのこと．

 

類型化によって得られた結果から、上市・製品化事例、非継続・中止事例ともに、２つのタイ

プに分類されることが分かる。 
上市・製品化事例において、タイプＡとして示した例は、プロジェクト開始当初、実用化の可

能性に対し非常に低い見方をしているが、立案時点において技術課題を明確にし、着実にクリア

していくなかで、徐々に実用化の可能性に対して良好な見通しを持ち始め、プロジェクト後半に

おいて実用化に資する成果を得て、実用化に至っていることが分かる。タイプＡにあたる事例に

は、社会・ユーザーのニーズを踏まえた技術開発が功を奏した例が多いのも特徴である。 
一方、タイプＢでは、プロジェクト開始当初、実用化の可能性についてタイプＡに比べ多少楽

観的に捉えているが、プロジェクト開始後、技術的な課題が解決できない等の理由により、実用

化の可能性についての見通しを一旦低くする傾向があり、この点でタイプＡと異なっている。そ

の後技術開発のブレークスルー等により、プロジェクト後半において、実用化に資する成果を得

て実用化に至っているのはタイプＡと同じである。 
すなわち、どちらもプロジェクトのほぼ中間時点で、実用化の可能性についての見通しを高め

る何らかの要因があったことを示唆している。これらは、例えば、前述の５つのポイントに掲げ

た、中間評価を契機とした実用化イメージの構築や、事業部門と研究部門を繋ぐキーパーソンの

存在などであり、チャートの類型化の結果からも、これらがプロジェクトのマネジメントを改善

していく上で重要な要因であることが示唆される。 
非継続・中止事例において、タイプＣとして示した例は、上市・製品化事例におけるタイプＡ

やタイプＢと同じように、技術課題をクリアし実用化の可能性についての見通しを高めていくも

のの、プロジェクト終了時点において、市場ニーズが期待したほど高まっておらず、コスト優位

性もなかったことなどから、やむを得ず研究開発を断念していることが分かる。また、タイプ C
の事例の中には、プロジェクトの目標値が高すぎ、結果としてハイスペックなものとなってしま

い、現状の市場ニーズに見合わないという例もあった。 
一方、タイプ D では、プロジェクトを開始したあと技術的な課題が解決できない等の理由によ
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り、実用化の可能性についての見通しを低くしたまま、その後の技術開発のブレークスルー等も

なく、研究開発を断念している。 
 

(3) 考察 
このような追跡チャートの個別事例分析及び類型化によって得られた結果から、立案時におい

て妥当な目標設定を行うことが重要であるとともに、プロジェクトの中間時点において、それま

での技術的成果を踏まえつつ、プロジェクト後半に解決しなくてはならない技術的課題の抽出や

難易度の見極め、その課題克服に向けてのブレークスルーの可能性を見極めた上で弾力的な資源

配分を行うことが重要であるということが示唆される。これらを実現するためには、プロジェク

トマネジメント上、以下のような課題がある。 
①プロジェクト開始当初、実用化への課題及びその課題克服のためのシナリオを踏まえた計

画・立案をし、事前評価の際にその妥当性を如何に見極めるか 
②プロジェクト後半における実用化に向けたブレークスルーの可能性を、中間時点で如何にし

て見極めるか 
③技術革新先行で市場ニーズが低い場合、プロジェクト期間中に、如何にその必要性を見極め、

今後の方向性を決めるか 
これらの課題解決のため、具体的にどのようなマネジメントが必要であるのか、今後の追跡調

査においてさらに深く掘り下げて、要因の分析をしていく必要がある。具体的には、プロジェク

ト期間中における技術動向調査、市場動向調査を、いつのタイミングで、かつどのような内容で

実施すれば効果的であるのか、また技術革新先行で市場ニーズが低い場合、それをどのように回

避すれば良いのか、もしくは公的機関においてサポートできる点がないかなどについて、今後更

に調査・検討を行っていくつもりである。 
 
４．おわりに 

公的資金によるプロジェクトは、その成果を、実用化もしくは関連する産業・学術分野への知識の

還元など何らかの形で社会へ還元することが大変重要である。プロジェクト終了後、その成果を活用

した活動については、プロジェクト参加機関の努力によるところが大きいことはもちろんであるが、

プロジェクト中のマネジメントも実用化もしくは成果の活用を促す上で大変重要であると考える。今

後も、本追跡調査をプロジェクト実施機関との継続的な双方向のコミュニケーションツールとして活

用し、マネジメントの高度化に寄与するよう更なる分析・検討を行っていきたい。 
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